
～厚生労働省告示第１２５号のまとめ～

1 サービス利用支援費　　
2 継続サービス利用支援費

3 指定基準を満たさないで行った場合には算定しない 　注１）
4
5 継続サービス利用支援→サービス利用支援（つまり、更新時）… サービス利用支援費のみ算定

6
7
8 介護予防費重複減算…要支援１，２　指定介護予防支援と一体的に行う場合

利用者負担上限額管理加算

注１） 厚生労働省令第２８号に定める基準のうち、次のものを満たさなかった場合のこと

第８号
第９号 　案を利用者等に交付

第１０号
第１１号
第１２号 　サービス等利用計画を利用者等及び担当者に交付

～厚生労働省告示第１２６号のまとめ～

児童福祉法第２４条の２６に規定（申請→決定等を受けていること）される支援を行ったとき
1 障害児支援利用支援費　　
2 継続障害児支援利用支援費

3 指定基準を満たさないで行った場合には算定しない 　注２）
4

利用者負担上限額管理加算

注１） 厚生労働省令第２９号に定める基準のうち、次のものを満たさなかった場合のこと
　アセスメント…居宅を訪問し、障害児及びその家族に面接

第８号
第９号 　案を障害児等に交付

第１０号
第１１号
第１２号 　サービス等利用計画を障害児等及び担当者に交付

　第１５条第２項第６号

障害者自立支援法第５１条の１７に規定（申請→決定等を受けていること）される支援を行ったとき
１，６００単位×１０．６３（３級地）＝１７，００８円／月
１，３００単位×１０．６３（３級地）＝１３，８１９円／月

１，６００単位×１０．７２（３級地）＝１７，１５２円／月

－７００単位／月
－１，０００単位／月居宅介護支援費重複減算（Ⅱ）…要介護３～５　指定居宅介護支援と一体的に行う場合

居宅介護支援費重複減算（Ⅰ）…要介護１，２　指定居宅介護支援と一体的に行う場合

障害児相談支援対象保護者に対して計画相談支援を行った場合には算定しない→障害児相談として算定

　　サービス担当者会議後の案を利用者又はその家族に説明、文書で同意を得る

　　サービス担当者会議後の案を障害児及びその家族に説明、文書で同意を得る

　　モニタリング…継続的に連絡、期間ごとに居宅等を訪問、面接、記録

　　計画案について障害児及びその家族に説明、文書で同意を得る

　　連絡調整、サービス担当者会議等で案の内容説明、意見を求める

１，３００単位×１０．７２（３級地）＝１３，９３６円／月

１５０単位×１０．７２（３級地）＝１，６０８円／月

第１５条第３項第２号

継続障害児支援利用支援→障害児支援利用支援（つまり、更新時）…　障害児支援利用支援費のみ算定

　　モニタリング…継続的に連絡、期間ごとに居宅を訪問、面接、記録

－１１２単位／月

１５０単位×１０．６３（３級地）＝１，５９４円／月

　第１５条第２項第６号

第１５条第３項第２号

　　アセスメント…居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接
　　計画案について利用者又はその家族に説明、文書で同意を得る

　　連絡調整、サービス担当者会議等で案の内容説明、意見を求める

川崎市の相談支援に係る報酬

計画相談支援

障害児相談支援



のみ

のみ

４月 ４月３０日３月４月

※利用者の状態等に応じて、適宜定められる。計画書（案）でモニタリング期間も「提案」される。

１２月分として
１月１０日までに請求

７月中に作成…７月分として
８月１０日までに請求

１１月６月 ７月 ８月 ９月

モニタリング期間
１２月１日～６月３０日
初回決定に 
６ヶ月毎

５月 ６月 ６月３０日 ７月１日

モニタリング期間
１０月１日～４月３０日
６ヶ月毎

１月６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ５月１日

例：４月誕生日、５月適用の決定…　１０月中に１回目のモニタリングを行う

５月中に作成…５月分として
６月１０日までに請求

１０月分として
１１月１０日までに請求

２月５月

例：６月誕生日、７月適用の決定…　７，８，９月中及び１２月中にモニタリングを行う。

１２月 １月 ２月 ３月 ４月１０月

継続

新規 モニタリング 更新

ケース１　通所・ショートのみ…６か月以内に１回

川崎市が例示するモニタリングの標準期間について
（一年間の支給決定）

支援 継続 支援

新規 モニタリング 更新

ケース２　訪問系サービス利用あり…最初の３か月は毎月

継続 支援継続継続支援



２月

例：２月適用、３月誕生日の決定…　３月中のモニタリングから更新可能

例：９月適用、１月誕生日の決定…　モニタリングから更新可能

９月

３月３１日 ４月１日 ５月 ６月 ７月

モニタリング期間
７月１日～１月３１日
６ヶ月毎

モニタリング期間
９月１日～３月３１日
６ヶ月毎

９月 １０月

９月

１１月 １２月 １月

６月 ７月 ８月

モニタリング期間
３月１日～３月３１日
６ヶ月毎

※利用者の状態等に応じて、適宜定められる。計画書（案）でモニタリング期間も「提案」される。

モニタリング期間
１月１日～１月３１日
６ヶ月毎

１月３１日 ２月１日 ３月 ４月 ５月

８月

１月

１月 ２月 ３月

８月 １０月 １１月 １２月

新規 モニタリング更新

ケース１の場合

川崎市が例示するモニタリングの標準期間について
（一年未満の支給決定）

支援 継続支援

新規 モニタリング更新

ケース２の場合

継続支援継続支援



誕生月 作成 モニタリング期間 実施時期 実際に行う月 誕生月作成 モニタリング期間 実施時期 実際に行う月
４月～９月 ９月１日～３月３１日 ９月中・３月中 ４月 ４月、５月、６月＋９月、３月

１０月～３月 ３月１日～３月３１日 ３月中 ５月 ５月、６月、７月＋９月、３月
５月～１０月 １０月１日～４月３０日 １０月中・４月中 ６月 ６月、７月、８月＋９月、３月
１１月～４月 ４月１日～４月３０日 ４月中 ７月 ７月、８月、９月＋３月
６月～１１月 １１月１日～５月３１日 １１月中・５月中 ８月 ８月、９月、１０月＋３月
１２月～５月 ５月１日～５月３１日 ５月中 ９月 ９月、１０月、１１月＋３月
７月～１２月 １２月１日～６月３０日 １２月中・６月中 １０月 １０月、１１月、１２月＋３月
１月～６月 ６月１日～６月３０日 ６月中 １１月 １１月、１２月、１月＋３月
８月～１月 １月１日～７月３１日 １月中・７月中 １２月 １２月、１月、２月＋３月
２月～７月 ７月１日～７月３１日 ７月中 １月 １月、２月、３月
９月～２月 ２月１日～８月３１日 ２月中・８月中 ２月 ２月、３月
３月～８月 ８月１日～８月３１日 ８月中 ３月 ３月

１０月～３月 ３月１日～９月３０日 ３月中・９月中 ５月 ５月、６月、７月＋１０月、４月
４月～９月 ９月１日～９月３０日 ９月中 ６月 ６月、７月、８月＋１０月、４月

１１月～４月 ４月１日～１０月３１日 ４月中・１０月中 ７月 ７月、８月、９月＋１０月、４月
５月～１０月 １０月１日～１０月３１日 １０月中 ８月 ８月、９月、１０月＋４月
１２月～５月 ５月１日～１１月３０日 ５月中・１１月中 ９月 ９月、１０月、１１月＋４月
６月～１１月 １１月１日～１１月３０日 １１月中 １０月 １０月、１１月、１２月＋４月
１月～６月 ６月１日～１２月３１日 ６月中・１２月中 １１月 １１月、１２月、１月＋４月

７月～１２月 １２月１日～１２月３１日 １２月中 １２月 １２月、１月、２月＋４月
２月～７月 ７月１日～１月３１日 ７月中・１月中 １月 １月、２月、３月＋４月
８月～１月 １月１日～１月３１日 １月中 ２月 ２月、３月、４月
３月～８月 ８月１日～２月２８日 ８月中・２月中 ３月 ３月、４月
９月～２月 ２月１日～２月２８日 ２月中 ４月 ４月

ケース２　

３月１日～３月３１日

６ヶ月毎

９月１日～３月３１日

３月

ケース１

６ヶ月毎

１２月

１月

２月

４月

１０月１日～４月３０日

６ヶ月毎

４月１日～４月３０日

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

川崎市が例示するモニタリングの標準期間について



例：５月誕生日、モニタリング期間は１１月１日～、通所日数が８月１日適用で月１５日→２０日に変更になる

のみ

例：１２月誕生日、モニタリング期間は６月１日～、９月からＡ事業所の利用時間が月３時間減り、Ｂ事業所の利用時間が月３時間増え、支給決定量の変更なし

のみ のみ

１１月分として
１２月１０日までに請求

５月３１日

６月 ７月 ８月５月

６月１日

法に基づく申請を受け、給付決定等を受けるため、対象者
　→サービス（障害児支援）利用支援費を算定

７月 ８月１日

１２月３１日 １月１日 ２月 ３月 ４月

１月９月 １０月 １１月 １２月 ２月 ３月 ４月 ５月 ７月

９月

法に基づく申請及び給付決定等は受けないため、対象外
　→サービス（障害児支援）利用支援費は算定しない

１２月 １２月３１日 １月１日１０月 １１月

計画変更時の取り扱い

支給決定あり

変更 モニタリング 更新

支援 継続 支援

支給決定なし

モニタリング 更新

支援 継続 支援

更新



相談支援専門員とサービス提供事業所職員の兼務に関する
注意事項

基本的には、計画作成とモニタリングは一貫して、同一人物が行う

相談支援専門員が
担当する障害児者が利用するサービス提供事業所の
職員と兼務する場合
↓

上記事業所と兼務しない相談支援専門員
が継続サービス利用支援を実施

　※「職員」は管理者も含む
　※直接サービス提供を担当しない場合も同様
　※更新や変更の場合も同様
　※最初３ヶ月行う場合は、その間は同一の専門員でよい

Ａ事業所

Ｂ事業所 Ｂ事業所

Ｃ事業所

専
門
員

利
用
者

職
員

専
門
員

兼
職
員

専
門
員

利
用
者

利
用
者

利
用
者

Ａ事業所

指
導
員

専
門
員

利
用
者

職
員

計画

計画

サービス サービス

サービス サービス

モニタリング

専
門
員

兼
職
員

モニタリング



相談支援事業所に直接つながった
場合には不要

モニタリング期間も「提案」
基本情報は独自書式でも可
（フェースシート等）

※依頼届出書…更新時に
相談支援事業所が変更

・ 支給量基準超過は しない場合には不要
サービス調整会議にかける

・ 支給決定
・ 決定通知書及び受給者証交付

サービス担当者会議

事業所、本庁にも写しを送付
※本庁…実績記録扱い
　 １０日までに

交付
モニタリング

支給決定機関 利用者 相談支援事業所

作成依頼

手続きの流れについて

提出依頼
計画作成依頼書

説明文（市作成）
依頼届出書（白紙）

計画作成依頼書

契約締結

計画書（案）作成、同意等
交付

計画書（案）

申請書（類の残り）
依頼届出書提出

決定通知書
受給者証

交付

受給者証 提示

計画書（確定版）
写し交付

提出
申請書


